
令和2年7月31日　地域振興部市町村課

【市町村分の算定結果】 （単位：百万円、％）

R2 R元 増減額 増減率
a b （a－b） （a／b） 全国平均

A 基準財政需要額   ｱ+ｲ+ｳ+ｴ+ｵ+ｶ+ｷ
(臨時財政対策債振替前)

ｱ 20,447 24,741 ▲4,294 ▲17.4% 3.6% 

ｲ 139,709 139,707 2 0.0% 2.1% 

地域の元気創造事業費 ｳ 2,592 3,156 ▲564 ▲17.9% 6.4% 

人口減少等特別対策事業費 ｴ 3,720 3,632 88 2.4% 0.2% 

地域社会再生事業費 ｵ 2,720 2,720 皆増 皆増

公債費等 ｶ 51,007 52,184 ▲1,177 ▲2.3% ▲1.1% 

ｷ ▲2,110 ▲9,097 6,987 － － 

B 臨財債振替相当額 9,261 9,191 70 0.8% ▲3.6% 

C 基準財政需要額(A－B) 208,823 205,133 3,690 1.8% 2.7% 

D 基準財政収入額 83,583 79,075 4,509 5.7% 4.1% 

基準財政収入額 83,555 79,106 4,449 5.6% 4.1% 

錯誤額 28 ▲31 60 － －

E 交付基準額（C－D） 125,240 126,058 ▲818 ▲0.6% 0.8% 

◎ 令和２年度調整率：0.000510886→ 調整額▲107百万円　（令和元年度調整率：0.000880708→ 調整額▲181百万円）

R2 R元 増減額 増減率
a b （a－b） （a／b） 全国平均

① 交付決定額 125,133 125,878 ▲744 ▲0.6% 0.9% 

② 臨時財政対策債 9,261 9,191 70 0.8% ▲3.6% 

③ 合計（①＋②） 134,395 135,069 ▲674 ▲0.5% 0.2% 

※　端数調整のため合計が一致しない場合がある。
※　全国平均欄は、財源不足団体の平均増減率である。

【市町村分の概要】

　　・　地方法人課税の偏在是正措置による財源を活用して、地方団体が地域社会の維持・再生に向けた幅広い施策に

　　　自主的・主体的に取り組むための経費として令和2年度から創設され、27億円が皆増。

　　・　幼児教育・保育の無償化等に係る地方負担については、令和2年度から全額が基準財政需要額に算入される。

　　・　災害防止・国土保全機能強化の観点から、森林環境譲与税を財源として実施する森林整備の費用を増額。

　・　合併15団体のうち、6団体（松江市、浜田市、出雲市、大田市、津和野町及び吉賀町）を除く9団体で

　　合併算定替が終了。

　　　ことから、その他の教育費が○億円の増。　・　上記6団体は、激変緩和措置期間であり、縮減額は、▲21億円（R元：▲91億円、対前年比＋70億円）。

４　基準財政収入額の増減の要因は、上記「備考」のとおり。

  ⑶　合併団体に対する普通交付税の特例措置（合併算定替
※
）の縮減・終了に係る影響

　　①　その他の教育費（幼稚園等の小学校就学前子どもの数を測定単位とするもの）が5億円の増

　　②　林野水産行政費が3億円の増

　⑵　個別算定経費

　 ※ 合併後一定期間は、合併がなかったものと仮定した場合の算定額が保障され、一定期間経過後、5年間段階的に特例措置に係数を乗じる。

　錯誤額及び縮減額

備　考

　⑴　地域社会再生事業費の創設

１　「①交付決定額」に、「②臨時財政対策債」を加えた「③実質的な地方交付税総額」は、対前年比で
　　▲0.5％、7億円の減。

区　分

※　臨時財政対策債とは、地方一般財源の不足に対処するため、地方財政法第５条の特例として発行される地方債であり、その元利償還金相当額の
　全額が後年度の地方交付税の基準財政需要額に算入される。

 ・地方消費税交付金の増　　　        ＋3,155
 ・法人事業税交付金（新設）　          ＋592
 ・森林環境譲与税の増　　　　          ＋311

連絡先　：　市町村課交付税グループ　三村・中田　（内線5062）

２　これは、「A 基準財政需要額」が38億円増加した一方で、「D 基準財政収入額」が45億円増加したことが要因。

３　基準財政需要額の増減の主な要因は次のとおり。

　　令和２年度普通交付税算定結果について（市町村分）

備　考

　包括算定経費　

　個別算定経費 (ｳ～ｶ除き)

218,084 214,324 3,761 1.8% 3.1% 

区　分

 ・包括算定経費（人口）の減　       ▲4,138
  （合併算定替終了に伴う減　▲4,624）

 ・地域社会再生事業費（新設）       ＋2,720

 ・その他の教育費（幼稚園等の子どもの数）の増 ＋537

 ・林野水産行政費の増　　　　　　 　　＋278

 ・合併算定替の縮減(一部団体の終了) ＋7,020
   （縮減額 R元:▲9,128、R2:▲2,108）

臨
時
費
目



（別紙）令和２年度普通交付税交付決定額一覧

（単位：百万円、％）

松 江 市 18,823 3,022 21,845 19,650 2,913 22,563 ▲827 ▲4.2% 109 ＋3.7% ▲718 ▲3.2%

浜 田 市 10,827 737 11,564 10,726 787 11,514 100 ＋0.9% ▲50 ▲6.4% 50 ＋0.4%

出 雲 市 15,834 1,905 17,739 17,308 1,855 19,163 ▲1,474 ▲8.5% 50 ＋2.7% ▲1,424 ▲7.4%

益 田 市 7,968 574 8,543 7,759 596 8,356 209 ＋2.7% ▲22 ▲3.7% 187 ＋2.2%

大 田 市 8,633 397 9,030 8,559 421 8,981 74 ＋0.9% ▲25 ▲5.8% 49 ＋0.5%

安 来 市 8,378 563 8,941 7,706 519 8,225 672 ＋8.7% 44 ＋8.5% 716 ＋8.7%

江 津 市 5,184 299 5,483 4,999 296 5,296 184 ＋3.7% 2 ＋0.8% 187 ＋3.5%

雲 南 市 11,667 513 12,180 11,669 504 12,173 ▲2 ▲0.0% 9 ＋1.8% 7 ＋0.1%

市 計 87,315 8,010 95,325 88,378 7,892 96,270 ▲1,063 ▲1.2% 118 ＋1.5% ▲946 ▲1.0%

奥 出 雲 町 5,742 195 5,937 5,932 214 6,145 ▲190 ▲3.2% ▲18 ▲8.4% ▲208 ▲3.4%

飯 南 町 3,486 108 3,594 3,363 110 3,473 123 ＋3.7% ▲2 ▲1.5% 121 ＋3.5%

川 本 町 1,766 58 1,825 1,719 61 1,780 48 ＋2.8% ▲3 ▲4.4% 45 ＋2.5%

美 郷 町 3,083 96 3,179 3,004 99 3,103 79 ＋2.6% ▲3 ▲3.1% 76 ＋2.4%

邑 南 町 5,311 186 5,497 5,325 185 5,510 ▲14 ▲0.3% 1 ＋0.5% ▲13 ▲0.2%

津 和 野 町 3,655 121 3,777 3,681 131 3,812 ▲26 ▲0.7% ▲10 ▲7.3% ▲35 ▲0.9%

吉 賀 町 3,066 104 3,171 2,944 106 3,050 122 ＋4.1% ▲1 ▲1.0% 121 ＋4.0%

海 士 町 2,199 60 2,259 2,183 64 2,248 15 ＋0.7% ▲4 ▲5.9% 11 ＋0.5%

西 ノ 島 町 2,445 73 2,518 2,328 75 2,403 117 ＋5.0% ▲2 ▲2.0% 115 ＋4.8%

知 夫 村 780 21 801 725 21 745 55 ＋7.6% 0 ＋0.5% 56 ＋7.4%

隠岐の島町 6,286 227 6,512 6,296 234 6,530 ▲10 ▲0.2% ▲7 ▲3.1% ▲17 ▲0.3%

町 村 計 37,819 1,251 39,070 37,500 1,299 38,798 319 ＋0.9% ▲48 ▲3.7% 271 ＋0.7%

県 計 125,133 9,261 134,395 125,878 9,191 135,069 ▲744 ▲0.6% 70 ＋0.8% ▲674 ▲0.5%

　※ 項目ごとに端数処理をしているので、合計額は一致しない場合がある。
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